
はじめに

近年，深刻な医師不足がもたらされている．
その本態は医師絶対数の不足のみならず，産科，
小児科，救急科，麻酔科などの特定診療科にお
ける医師不足，さらには勤務医の地域偏在，労務
環境の悪化があげられる．一方で人口の高齢化
に伴い，肺炎や呼吸不全，肺がん，COPD，喘息
などの患者数は増加の一途をたどり，一般内科
診療における呼吸器診療，さらには呼吸器科医
の果たす役割はますます高まっているものの，
第一線の診療現場においては呼吸器診療に携わ
る医師の不足が大きな課題となっている1）．
日本呼吸器学会では将来計画委員会におい

て，呼吸器科医の適切な増加策を探る一環とし
て「呼吸器内科診療の実態と問題点」に関する
調査を 2007～2008年に実施した．

I．方 法

解析目標は，①病院のロケーション，規模に
基づく医師数，診療内容の実態，②各病院でど
の程度，診断および治療を完遂しうるか，つま
り自己完結度を明らかにすることである．
アンケート送付先は全国 9,000余りの病院
から完全療養型と医育機関病院を除き，標榜科
に内科を含む全国 5,620病院から 3,000病院
を無作為に抽出した．なお，医育機関病院にお
いては市中病院に比べ多くの医師が在籍してい
るものの，実際の日常診療に携わる医師のみな
らず，診療以外の教育，研究を主目的とした医師
もいることから，今回の解析対象からは除いた．
アンケートの回収は1,251病院（41.7％）から
行い，解析数は1,232病院（41.1％）であった．病
床数ごとの割合は，大規模病院（300床以上）
28.7％，中規模病院（100床以上 300床未満）
42.4％，小規模病院（100床未満）28.9％であっ
た．病院のロケーションとしては，大規模都市圏
（人口 50万人以上）22.6％，中規模都市圏（20万
人以上 50万人未満）22.6％，地方都市圏（5万
人以上 20万人未満）32.3％，地方圏（5万人未
満）22.5％であった．1病院当たりの平均集計
内訳は，総病床 224.8床，内科病床 97.6床，呼吸
器科病床 22.7床，内科常勤医 8.1人，呼吸器科
常勤医 1.1人，呼吸器専門医 0.5人であった．

II．結 果

1．都道府県別医師数

都道府県ごとに，解析対象の病院数，病床 10
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表1 解析病院数，病床10床当たりの内科医数，呼吸器科医数，呼吸器専門医数，
 および呼吸器専門医/呼吸器科医，呼吸器科医/内科医

呼吸器科医/
内科医

呼吸器専門医/
呼吸器科医

呼吸器専門医数/
呼吸器科10床

呼吸器科医数/
呼吸器科10床

内科医数/
内科10床

解析病院数コード

0.14 0.430.21 0.500.831,232全国 0

0.15 0.350.18 0.520.7380北海道 1

0.13 0.420.14 0.330.5128青森 2
0.19 0.370.16 0.430.5721岩手 3
0.15 0.410.32 0.780.8135宮城 4
0.15 0.330.18 0.540.5314秋田 5
0.15 0.670.37 0.560.6212山形 6
0.0800.450.13 0.290.6025福島 7

0.0630.360.12 0.340.8924茨城 8
0.17 0.600.30 0.510.5813栃木 9
0.16 0.380.17 0.440.6531群馬10
0.0940.350.17 0.491.1852埼玉11
0.0950.340.11 0.310.7458千葉12
0.14 0.420.24 0.581.0292東京13
0.13 0.430.22 0.510.9547神奈川14
0.18 0.530.28 0.520.7920山梨15
0.24 0.330.17 0.500.478長野16

0.10 0.310.14 0.450.8217新潟17
0.11 0.860.31 0.360.809富山18
0.15 0.500.34 0.670.819石川19
0.12 0.470.21 0.450.9227福井20

0.12 0.420.13 0.310.6627岐阜21
0.17 0.320.23 0.711.3422静岡22
0.18 0.440.25 0.561.0834愛知23
0.12 0.400.16 0.400.887三重24

0.10 0.470.19 0.400.8119滋賀25
0.12 0.450.22 0.501.0925京都26
0.16 0.450.25 0.560.8767大阪27
0.13 0.460.21 0.460.8940兵庫28
0.18 0.190.12 0.640.7725奈良29
0.12 0.590.24 0.440.7616和歌山30

0.14 0.440.27 0.610.856鳥取31
0.13 0.440.21 0.480.6015島根32
0.17 0.490.22 0.450.7826岡山33
0.14 0.480.21 0.440.6124広島34
0.0490.570.19 0.330.7312山口35
0.0980.450.24 0.540.9114徳島36
0.16 0.350.19 0.530.9417香川37
0.13 0.620.37 0.601.1517愛媛38
0.10 0.430.23 0.530.8014高知39

0.16 0.460.21 0.450.8550福岡40
0.15 0.140.0940.660.825佐賀41
0.19 0.410.27 0.670.9225長崎42
0.24 0.440.30 0.690.8229熊本43
0.11 0.500.18 0.360.7233大分44
0.13 0.330.0700.210.5912宮崎45
0.12 0.690.43 0.630.8919鹿児島46
0.18 0.150.13 0.810.7210沖縄47
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図１ 呼吸器科医数，呼吸器専門医数―呼吸器学会支部別の比較
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床当たりの内科医数，呼吸器科医数，呼吸器専
門医数，および呼吸器専門医�呼吸器科医，呼吸
器科医�内科医の平均値を表 1に示す．各科病床
当たりの内科医数，呼吸器科医数，呼吸器専門
医数の全国平均値は，それぞれ 0.83人�内科 10

床，0.50人�呼吸器科 10床，0.21人�呼吸器科
10床であった．都道府県ごとの格差が目立った
が，最大格差は病床 10床当たりの内科医数で
は 2.9倍（静岡県 vs．長野県），呼吸器科医数で
は 3.9倍（沖縄県 vs．宮崎県），呼吸器専門医数
では 6.1倍（鹿児島県 vs．宮崎県）であった．一

方，呼吸器専門医�呼吸器科医，呼吸器科医�内
科医の比率はそれぞれ 0.43，0.14であった．
2．大・中規模都市圏（人口 20万人以上）に

おける大規模病院，中規模病院ごとの

呼吸器科医数，呼吸器専門医数の地域

（呼吸器学会支部）別比較（図 1A）

大規模病院（n＝194）における単位病床 10

床当たりの呼吸器科医数は全国平均で 0.724

人�10床であり，支部間比較では 0.880人�10

床（北海道）から 0.621人�10床（東海），0.623

人�10床（北陸）に及んだ．呼吸器専門医数は全
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図2 大規模病院（300床以上）での診断および治療における自己完結度 ―大都市 vs. 地方
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国平均で 0.329人�10床であり，0.385人�10

床（東北）から 0.278人�10床（東海）に及ん
だ．中規模病院（n＝220）における呼吸器科医
数は全国平均で 0.473人�10床であり，支部間
比較では 0.790人�10床（北海道）から 0.360

人�10床（関東）に及んだ．呼吸器専門医数は全
国平均で 0.194人�10床であり，0.339人�10

床（北海道）から0.118人�10床（関東）であった．
3．地方都市・地方圏（人口 20万人未満）に

おける大規模病院，中規模病院ごとの

呼吸器科医数，呼吸器専門医数の地域

（呼吸器学会支部）別比較（図 1B）

大規模病院（n＝158）における単位病床 10

床当たりの呼吸器科医数は全国平均で 0.579

人�10床であり，支部間比較では 0.693人�10

床（東海）から 0.447人�10床（東北）に及ん
だ．呼吸器専門医数は全国平均で 0.223人�10

床であり，0.235～0.240人�10床（東北，関東，
九州，東海各支部）から 0.173人�10床（北海
道）に及んだ．中規模病院（n＝301）における
呼吸器科医数は全国平均で 0.390人�10床で
あり，支部間比較では 0.597人�10床（九州）か
ら 0.068人�10床（北海道）に及んだ．呼吸器
専門医数は全国平均で 0.181人�10床であり，
0.308人�10床（中四国）から 0.068人�10床
（北海道）であった．

4．自己完結度

大規模病院（300床以上：自己完結度記載
352病院）における呼吸器疾患別の自己完結度
を病院のロケーション別に検討すると，肺炎，
喘息，COPD，間質性肺炎，慢性呼吸不全におい
ては，診断・治療とも大都市と地方間の差異は
5％以内にとどまった．一方，急性呼吸不全の治
療，肺がんの診断と治療（化学療法），および肺
血栓塞栓症，肺高血圧症，睡眠時無呼吸症候群
の診断・治療においては，地方で自己完結度は
明らかに低かった．ただし，肺がんの治療（終
末期医療）においては地方のほうが自己完結度
は上回っていた（図 2）．
5．大学医局との人事交流

大学医局との人事交流の有無に関する都市規
模別の回答（1,186施設）では，大規模病院では
地方圏（82.9％），大規模都市圏（82.4％），中
規模都市圏（80.4％），地方都市圏（77.4％）の
順で何らかの交流を認めた．また中規模病院で
は地方圏（67.5％）が最も高く，大規模都市圏
（43.2％）が最も低かった．小規模病院では大規
模都市圏で最も高かったものの（59.0％），地方
圏でも 50.9％が交流下にあった．

III．考 察

医師不足の原因の 1つに勤務医の偏在があ
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げられる．厚生労働省の発表によると平成 19

年における人口 10万人当たりの都道府県間で
の勤務医数の最大較差は 2.1倍であった2）．一
方今回の調査では，病床当たりの都道府県別の
内科医数の最大較差は 2.9倍であった．同様に
呼吸器科医，呼吸器専門医の最大較差は 3.9倍，
6.1倍に及び，都道府県を越えた呼吸器診療の
均てん化が大きな課題と考えられた．大学医局
と各病院との人事交流の解析からは，地方圏の
医療は医局との交流の下に何とか支えられてい
る現状が示唆されたが，臨床研修制度における
大学病院か市中病院かの研修場所の選択が地域
医療に大きく影響することを物語っていると思
われた．
病床当たりの呼吸器科医，呼吸器専門医の地

域別検討では，大・中規模都市圏の大規模病院
にて全国平均を上回っていた北海道，東北地区
では中規模病院でも全国平均を上回っているも
のの，地方都市・地方圏では大規模病院，中規
模病院とも全国平均を下回っており，特に北海
道地区での呼吸器科医，呼吸器専門医の不足が
顕著であった．このように北海道，東北地区で
は，都市部に，また大規模病院に医師を集中せ
ざるをえない現状があり，地方・中規模病院に
おける，いわゆる呼吸器科医の過疎現象とも考
えられた．これに反して，地方都市・地方圏の
中規模病院では呼吸器科医，専門医の分布は西
高東低パターンを示した．
また，大規模病院であっても地方圏では大都

市圏と比べ，肺炎，喘息，COPD，肺がん終末期
医療などの自己完結度には大差はないものの，
急性呼吸不全の治療，肺がんの化学療法，肺循
環障害などの難治性疾患における自己完結度は
低く，呼吸器診療の質的な偏在も示唆された．
一方，急性呼吸不全や間質性肺炎などの難治性
疾患においても，大都市と地方間で自己完結度
の差異が 10％以内にとどまっていたことか
ら，呼吸器科医が少ない地方では呼吸器を専門
としない医師がすべてをまかなわざるをえない

可能性も推察された．呼吸器診療の均てん化が
図られていない現状は中規模病院においても同
様であった．さらに小規模病院では，大都市圏，
地方圏にて自己完結度は一層低かったが，小規
模病院が多い地方圏では専門化された病院に患
者が送られるまでに診断・治療の遅延が生じる
可能性があり，呼吸器診療現場における患者に
とっての不利益性が示唆された．
一方で，日本専門医制評価・認定機構（平成

20年 3月現在）による Subspeciality学会にお
ける専門医数をみると，消化器病専門医は 1万
4,657名，循環器専門医は 1万 354名であるの
と比較し，呼吸器専門医は 3,580名であり，呼
吸器専門医の実数が明らかに少ない3）．
社会からの呼吸器診療のニーズの高まり，さ
らに，地域間格差の是正，医療の均てん化に応
えるためにも，適正な配置を踏まえた，呼吸器
科医，呼吸器専門医の育成が急務といえる．
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